
（単位：円）

科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額

（資産の部） （負債の部）

流動資産 1,956,896,685 流動負債 705,423,154

現金及び預金 1,238,386,596 買掛金 327,141,038

電子記録債権 5,120,000 未払金 115,329,816

売掛金 648,408,282 未払費用 27,963,903

貯蔵品 34,934,173 未払法人税等 102,314,100

仮払金 175,629 未払消費税等 54,875,500

未収入金 4,010,616 契約負債 4,975,941

立替金 10,869,620 預り金 6,211,896

前払費用 14,991,769 仮受金 1,952,573

固定資産 4,811,149,218 賞与引当金 64,658,387

有形固定資産 4,677,827,844 固定負債 4,978,091,310

建物 1,013,758,286 長期借入金 4,800,000,000

建物附属設備 614,685,025 退職給付引当金 147,401,071

構築物 1,471,270,245 資産除去債務 30,690,239

機械装置 1,283,830,870 負債合計 5,683,514,464

車両運搬具 523,122,536 （純資産の部）

工具器具備品 386,112,382 株主資本 337,323,226

減価償却累計額 △ 3,911,366,590 資本金 50,000,000

一括償却資産 796,417 利益剰余金 287,323,226

土地 3,295,303,003 利益準備金 8,500,000

建設仮勘定 315,670 その他利益剰余金 278,823,226

無形固定資産 5,253,970 特別償却準備金 16,628,194

ソフトウェア 1,350,288 固定資産圧縮積立金 43,166,331

電話加入権 3,903,682 別途積立金 790,000,000

投資その他の資産 128,067,404 繰越利益剰余金 △ 570,971,299

投資有価証券 35,926,192 （うち当期純利益） 169,880,814

関係会社株式 16,000,000 評価・換算差額等 747,208,213

出資金 310,001 その他有価証券評価差額金 10,302,873

長期貸付金 2,400,538 土地評価差額金 736,905,340

長期前払費用 12,527,641

繰延税金資産 57,998,088

ゴルフ会員権 3,650,000

差入保証金 6,904,944

貸倒引当金 △ 7,650,000 純資産合計 1,084,531,439

資産合計 6,768,045,903 負債・純資産合計 6,768,045,903

（2024年３月31日現在）
貸　　　借　　　対　　　照　　　表

株式会社共同土木



個別注記表

　（１）資産の評価基準及び評価方法

　　①有価証券の評価基準及び評価方法

　　　 子会社株式及び関連会社株式　

　　　 その他有価証券

　　　　　市場価格のない株式等以外のもの

　　　　　市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

　　③棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　 貯蔵品 最終仕入法による原価法

　（２）固定資産の減価償却の方法

　　①有形固定資産（リース資産を除く）

　　　 主として定率法（ただし1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については

　　定額法）によっております。

　　②無形固定資産（リース資産を除く）

　　　 定額法によっております。

　　　 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

　（３）引当金の計上基準

　　①貸倒引当金

　　　 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、

　　回収不能見込額を計上しております。

　　②賞与引当金

　　　 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上しております。

　　③退職給付引当金

　　　 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

　　　 なお、退職給付債務は、期末自己都合要支給額に基づき計算しております。

　（４）収益認識及び費用の計上基準

　　当社は廃棄物処理事業を行っており、顧客との処理契約に基づいて廃棄物の処理を行う履行義務を負っております。当該処理契約は、廃棄物の処理を完了する

　ことで履行義務を充足する取引であり、廃棄物の処理完了時点において収益を認識しております。また、当社が代理人として廃棄物処理に関与している場合には、

　純額で収益を認識しております。

２．株主資本等変動計算書に関する注記

　（１）発行済株式の種類及び総数に関する事項

　（２）剰余金の配当に関する事項

　　①配当金支払額

　　②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　　　 該当事項はありません。

効力発生日

2023年６月８日
定時株主総会

普通株式 85,000,000 1,700 2023年３月31日 2023年６月９日

決議 株式の種類
配当金の総額

（円）
１株当たり配当額

（円）
基準日

普通株式 50,000 － － 50,000

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

移動平均法による原価法

時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

株式の種類
当事業年度

期首株式数(株)
当事業年度

増加株式数(株)
当事業年度

減少株式数(株)
当事業年度末

株式数(株)


